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コロナ禍が自動車・モビリティ産業に与える影響を分析し、
自動車産業が取りうる打ち手を検討

本レポートの構成・内容

2

マクロ視点での環境変化

Afterコロナ時代のモビリティ・
自動車産業の方向性
（長期）

1

2

3

自動車産業が取りうる打ち手
（短中期）

• コロナ禍がヒト・モノの移動に与えた影響は？

• 足元（2020年1-3月）の自動車購買需要の落ち込みは？

• 自動車産業のバリューチェーンに与える影響は？

• 各影響に対して取りうる打ち手は？

– 全体

– バリューチェーン別

• Afterコロナ時代におけるヒト・モノの移動の在り方は？

• 自動車産業の方向性は？



PwC Strategy&

自動車産業は、コロナ禍の移動・購買需要の落ち込み
から、BCP1)・サプライチェーンの見直しなどを迫られる

エグゼクティブサマリー 1/2

1) Business Continuity Planの略、「事業経営計画」
2) Digital Transformationの略、「デジタルトランスフォーメーション」
3) Customer Experienceの略、「顧客体験」 3

マクロ視点での環境変化

自動車産業が取りうる打ち手（短中期）

1

2

• 新型コロナウィルスの拡大により2020年3月末までに100カ国以上でロックダウンが実施され、移動需要が
半減。副次効果として、環境負荷や交通事故の減少が見られる

• 足元（2020年3月）の自動車購買需要は、欧・米・中で前年比4~5割減
緊急事態宣言前の日本は1割減に留まった他、中国は2月の8割減から回復基調であった

• コロナ禍において自動車産業の事業者は、短中期では、以下のような開発・事業投資の再計画、サプライ
チェーン再考、DX2)の促進、サービスCX3)の再設計が求められる

‒ 企画・R&D領域の打ち手：各社の事業の停滞による財務基盤の悪化、収益減・業務停滞によるR&Dの減速が見込まれる中、開発・
事業投資の再計画や、販売・生産の再計画、資金調達枠の確保

‒ 調達領域の打ち手：サプライチェーンが寸断・崩壊した中、サプライチェーンの再考

‒ 組立・製造領域の打ち手：（第2波にも備えた）部品供給や従業員の安定性・需要を踏まえた生産一時停止・再開の判断。また、生産
停止期間の従業員のケアや、工場の再稼働計画、工場DXの促進

‒ 販売・アフター領域の打ち手：店頭営業・販売の一時停止・時間短縮に対応する、ディーラーの販促・財政支援や、販売DXの促進

‒ 利用サービス領域の打ち手：ロックダウンにより需要が低迷する中、サービスCXの再設計や新規用途の検討
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自動車産業は、長期的には経済成長と移動拡大の「デ
カップリング」も見据えた、事業・商品戦略が求められる

エグゼクティブサマリー 2/2

4

• Afterコロナ時代は、経済成長と移動拡大の「デカップリング」が生じる可能性が高い。いずれもモノの移動は
増加する見通し

‒ 「移動抑制」シナリオにおいては、ヒトの移動は減少するものの、モノの移動は急増し、ヒトの余暇移動の単価・価値が増加。自家用車、
ヒトの移動のためのサービス需要が減少するため、事業戦略の見直しや事業再編・投資配分の検討が求められる

‒ 「公衆衛生」シナリオにおいては、ヒトの移動は場合により増加し、モノの移動は増加。移動手段の「プライベート化」や移動時の健康
状態把握、移動経路のトラッキングのニーズが高まる。そのようなニーズに対応すべく、顧客嗜好性に応じた商品・サービス戦略の
見直しが求められる

• 自動車・モビリティ産業は、ヒトの移動減少に応じた事業戦略、衛生意識の向上に応じた商品戦略も要検討

Afterコロナ時代のモビリティ・自動車産業の方向性（長期）3
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マクロ視点での環境変化

5
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ロックダウン・緊急事態宣言に伴い国内移動需要は半減
（副次効果として、環境負荷や交通事故が軽減）

移動・モビリティ

1) GDP上位5都市（東京、ニューヨーク、ロサンゼルス、ソウル、ロンドン）を対象に分析
ソウルの移動情報は開示されていないため、韓国全土の移動情報を使用

出所：COVID-19 Community Mobility Reports 6

“ロックダウン” • 2020年3月末までに、100カ国以上でロックダウンが発令

–国内においても、4月16日に全国を対象に緊急事態宣言を発令

移動需要の急減

副次効果

• 主要な大都市圏1)において、従前に比して4月11日時点の小売・娯楽や鉄道駅施設への

移動需要は概ね半減
–海外では、モビリティサービス企業や自動車メーカがサービス・製品の不使用を呼びかける
広告を展開する等、異例の動きも見られる

–国内においても、緊急事態宣言後は鉄道需要は60%、新幹線・特急需要は80~90%、タク
シー需要は50%減少

• 副次効果として、環境負荷・事故・渋滞 等が減少
–（例1） 欧州においては、ロックダウンの結果、地球温室効果ガスの排出量が3億8,800万トン
程度削減見込み

–（例2）国内では、都内の交通事故の件数は前年同期比で3月に25％、4月上旬に半減
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主要国で、ロックダウンがはじまった2020年3月の
自動車購買需要の落ち込みは、前年同月比-56%～-9%
自動車購買需要

1）欧州は主要5ヶ国（ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、イギリス）の合計値
出所：MarkLines 7

日本

米国

64

欧州¹⁾

中国

161

58

99

146
65

252
143

2019年3月
2020年3月

自動車販売台数
（2019年3月 vs 2020年3月、単位：万台）

前年同月比

-9.3%

-38.4%

-55.7%

-43.3%
(参考：2月は-79.1%)
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第2・3波が起きた場合やその後も見据えると、短中期で
は、バリューチェーン全体で以下の影響が想定される

短中期でのバリューチェーンごとの影響

出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 8

影
響

企画・R&D

•各社事業の停滞・
財務基盤悪化

•収益減・業務停滞
によるR&D減速

•サプライチェーン
の寸断・崩壊
‒仕入先の生産停滞

‒国際的な取引の停滞

•安全・需給を踏ま
えた生産停止・
再開の判断

•店頭営業・販売
の停止・短縮、
再開後の混乱
‒新車納車の遅延

‒購買力の一時的低下

‒中古車需要の増加

•ロックダウン・
その後需要低迷
‒観光客・法人客の減少

‒共用への抵抗感

調達 組立・製造 販売・アフター 利用サービス
（シェアリング 他）

第
2
・3
波

そ
の
後

時
期

✔ ✔ ✔ ✔ ✔

✔ ✔ ✔
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自動車産業が取りうる打ち手
（短中期）

2
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短中期では、開発・事業投資の再計画、サプライチェー
ン再考、DXの促進、サービスCXの再設計が求められる

短中期での取り組みの方向性

1) Door to Doorの略、在宅でのサービス享受
出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 10

# 次頁以降で詳細例示

取
り
組
み
の
方
向
性

• OEM
•サプライヤー

• OEM
•サプライヤー
（部材・資源）

• OEM
•サプライヤー

• OEM
•ディーラー

• OEM
•モビリティサービス
事業者

•開発・事業投資
の再計画
（提携・再編含む）

•複数シナリオに基
づく販売・生産の
再計画

•資金調達枠確保

A •サプライチェーン
再考
‒各国の政策や現状を
加味した見通しの評価

‒代替サプライヤーの検
討

B •生産停止期間の
従業員のケア

•工場再稼働計画

•工場DXの促進
（危機管理）

•ディーラーの販
促・財政支援

•販売DXの促進
‒OEMにおけるデジタル
マーケティング強化

‒ディーラにおけるD2D1)

サービスの提供

•サービスCXの
再設計（衛生管理
・非接触等）

•新規用途の検討C
D

E

企画・R&D 調達 組立・製造 販売・アフター 利用サービス
（シェアリング 他）

主
な
対
象
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リスク回避の観点から、自動車産業の従前/新興エコシ
ステム内/間で連携強化・再編が求められる

出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 11

企画・R&Dに係る取り組みの方向性

A

取り組みの方向性

（エコシステム内での）垂直方向の連携・再編a

（エコシステム内での）水平方向の連携・再編b

c エコシステム横断的な連携・再編

• 受注減少および再稼働準備に伴う資金繰り悪化の救済を
主目的として、垂直方向で事業/財務支援（支払猶予・貸付
等含む）・資本注入等が進みうる

サービス事業者

新興OEM
(EVメーカ等)

新興部品サプライヤー
(CASE関連)

新興部材サプライヤー
(CASE関連)

従前OEM

従前Tier1

従前Tier2

新興領域従前領域

a
b

c

• R&D投資・R&Dの取り組み自体が減速する中、互助を図る
共同開発や共同投資等が一層進みうる

• 相対的に財務基盤が脆弱な新興領域の企業とOEM・サプ
ライヤーの間で（一部救済目的の）協業・出資が進みうる

‒世界的な不況により円高が進む場合、特に日系企業にとっては海外
新興領域企業に対する格好の投資機会ともいえる

開発・事業投資の再計画（連携・再編）
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運用適正評価

運用実績評価

今後は、疫病等自然災害リスクも考慮した、
サプライヤー評価基準の設計・運用が求められる

調達に係る取り組みの方向性

出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 12

B サプライチェーン再考

自然災害リスクを考慮した評価基準の設定・運用
（例：生産の冗長性）

• サプライチェーンの供給リスクは、生産能力における最も弱い
段階によって決定される

• 生産の冗長性はリスクを軽減し、リーン・サプライチェーン（効
率性を追求するサプライチェーン）を維持するのに役立つ

• 新たに加わった生産拠点は、現在の生産拠点とは全く異なるも
のでなければならない

01. サプライヤーの製品評価

購入商品の性能対価格は、購入の意思決
定において非常に重要である

製品品質評価

製品価格評価

従前のサプライヤー選定基準 取り組みの方向性

サプライヤーの稼働状況データの連携

• サプライチェーンにおいて、サプライヤーの稼働状況の把握は
自動車OEMにとって重要な課題である

• サプライチェーンを構築する際にデータ連携の基盤を整えるこ
とで、生産環境の向上に役立てる

02.サプライヤーの運用能力評価

サプライヤーが長期にわたってOEMに製
品を供給できるかどうかは、OEMの事業
の安定性に関わる

03.サプライヤーの財務状況評価
サプライヤーの財務状況の評価は、登録資
本に限定せず、サプライヤーの資金調達能
力、財務ポジション、キャッシュフロー指標
も重要な指標となる

登録資金評価

財務ポジション評価

04.サプライヤーのコンプライアンス評価

コンプライアンス問題も考慮すべき重要な要
素

製品品質評価

独立性チェック
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自然災害時にも早期復旧・経験を蓄積すべく、
AIやIoTを活用し、工場のスマート化を進める

組立・製造に係る取り組みの方向性 | 製造業のデジタル化のレベル

1) Quality（品質）, Cost（コスト）, Delivery（納期）の略 2) Man（人）, Machine（機会）, Material（材料）, Method（方法）の略
出所：PwC 「製造工場のデジタル変革」、PwCおよびStrategy&分析 13

デジタルツインによる
企業内最適化

QCD1)の予知・予測

QCD+4M2)による
原因の見える化

QCDによる
結果の見える化

PLM＋
IoTプラットフォームの統合

AI活用
（ビッグデータ基盤）

IoT活用
（IoTプラットフォーム）

ERP+BI導入

• 過去に発生したイベントの結果を収集

• 収集データにより、QCDの指標を獲得し、その指標をもとに、既存
の生産結核や生産実績の結果の確認、現場で蓄積された知見を
加味した工場管理・改善を繰り返す

• 今までデータ化されていなかった4M（人/設備/材料/方法）の情報
を収集

• 既存データに上記データを加えることで、不具合の原因や納期遅
延の原因の特定が可能になる

• 過去に発生したイベントの結果、4Mデータを収集

• AI（人工知能）を機械学習、ディープラーニングで分析することで、
設計や製造条件のフィードバックをはじめ、製造ラインの稼働状況
を事前に予測することができる

• 過去に発生したイベントの結果、4Mデータを収集

• 上記データをAI（人工知能）やマシーンラーニング、ディープラーニ
ングで分析し、PLMと組み合わせることで、故障の予知保全や稼
働効率の最適化が実現できる

C 工場DXの促進（省人化・危機管理）

ツール 収集データと活用例
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リアルな顧客接点減少を補うため、OEMは、
オンラインマーケティング活動をさらに活発化しうる

販売に係る取り組みの方向性 | オンラインマーケティングを活用した新たなプロモーション方法

出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 14

消費者

ディーラー

OEM

売買
チャネル

簡単な

販売指導

従前の販売モデル 考察オンラインマーケティングを活用した販売モデル

自動車
専門サイト

• オンラインからオフラインへの
誘導：OEMがコンテンツ運営を
担い、ディーラーの潜在顧客を
開拓する

‒ ディーラー活用モデル：
見込み客を現地ディーラーに誘導
する

‒ 直販モデル：
現地の直営店に誘導する

• メリット：コンテンツ運営を担う
OEMは、規模の観点と品質管

理に優れている点で、ディー
ラーと比べより良い結果を得る
ことができる

流通

ディーラー

オンラインコンテンツ運営

KOL/KOC

オフラインへの誘導

専門評価

ブランドの歴史

消費者

OEM

ショート動画サイト

D 販売DXの促進 - OEM

直営

直営店舗
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• ディーラー向けチャットボット

以下を含む4S1)店舗サービ
スの業務時間・スペースの
拡大：

 車種の検索
コンサルテーション
デポジット等

• AIグリーティングロボット

ショッピングモールや展示会、
メンテナンス受付等で活用可
能

リアルな顧客接点減少を補うため、ディーラーは、VR
ショールーム等を活用した、D２Dサービスを提供しうる

販売に係る取り組みの方向性 | オンラインシステムを活用したディーラーのD2Dサービス

1) Sale（販売）、Spare part（部品）、 Service（アフターサービス）、Survey（フィードバック）の略
出所：PwC「課題の克服および長期的発展の展望：自動車産業における四大重点措置」、PwCおよびStrategy&分析 15

• Phase 1 —— 基本的な機能

 3D car modelの表示

車内装飾の設定・調整

アクティビティ・プロモーショ
ン

• Phase 2——拡充された機能

試乗

1. 異なる道路状態での運転

2. 夜間照明や室内照明

VRショールームを通して、顧客

は自宅を出ることなく、新モデル
を体験することができる

AIテクノロジーを活用し、ブランド

やショールームの技術経験を高
め、 CXを最適化する

人との接触を効果的に減少さ
せ、顧客サービスを反映させる

コンテンツ運営の促進や新しいメ
ディアツールの活用により、顧客
に迅速に到達できる

チャットボットの開発により、
サービス予約を行う

配車業務プラットフォームと連
携し、D2Dサービスを実施

自宅での試乗サービスを提
供し、清掃基準を明確にす
る

保険等のオンライン金融
サービスの提供

• オンラインの公式ストアの開設

• 生放送

新メディアプラットフォームの例

• ショートビデオ

• 生放送

• 動画配信サービス

• Eコマース（EC）

新しいアプリケーション
オンライン/

VR ショールーム
オンラインマーケティン
グプラットフォーム

D2Dサービスの提供

D 販売DXの促進 – ディーラー
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自動車利用サービス事業者は、公衆衛生消費者の嗜好
性変化を捉え、顧客体験（CX）を再構築しうる

サービスに係る取り組みの方向性 | 自動車利用サービス事業者の衛生管理への取り組み例

出所：PwCおよびStrategy&分析 16

タクシー レンタカー・カーシェア

•車内衛生環境の向上

‒空調の常時外気導入

‒窓開放による換気

‒手すり等の入念なアルコール消毒など

•ドライバーと乗客の非接触化
にむけた対策

‒ドライバーのマスク着用義務化

‒ネット決済・QRコード決済利用の推奨

‒客室仕切りカバーの導入

‒自動運転タクシーの導入の検討など

配送

•車内衛生環境の向上

‒除菌スプレーの設置

‒空間除菌の徹底

‒ドアノブ・ハンドル・ダッシュボード等の
環境除菌の実施 など

•店舗の衛生レベルの向上

‒店舗内換気の実施

‒店舗出入口や接客カウンター等の除菌
清掃・空間除菌

‒店舗従業員の手洗い・うがい、出勤前
検温、マスク着用の実施 など

•非接触配送にむけた取り組み

‒梱包作業員、配達員の検温、マスク、
手袋着用の徹底

‒商品の二重梱包

‒無人配送ロボを活用した、無人配送
サービスの導入 など

E サービスCXの再設計 （衛生管理・非接触等）
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Afterコロナ時代のモビリティ・自動車
産業の方向性（長期）

3
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Afterコロナ時代には、「移動抑制」「公衆衛生」の2つの
シナリオが想定される

Afterコロナで想定される2つのシナリオ

出所： PwCおよびStrategy&分析 18

参考：
「原点回帰」シナリオ

人々がこれまでと同様に移動する

人
の
移
動
量

移動の質的変化

小

大

小 大

「移動抑制」シナリオ
人々が移動自体を最小限に留める

「公衆衛生」シナリオ
移動時、ヒトとの接点を最小限に留める

• ヒトの移動は減少、モノの移動は急増

• 人の移動の単価・価値が増加

• 移動に内包された価値が消失
（健康・余暇などの活動が別途発生）

• 人の移動は場合により増加、物の移動は増加

• 移動手段の変化（プライベート空間化）

• 移動時の健康状態把握、移動経路のトラッキング

移動量が抑制され、経済と移動の拡大が比例しない「デカップリング」となる可能性

A

B
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「移動抑制」シナリオでは、生活圏内の人の移動が減少、
物・サービスの移動や余暇移動は増加する
移動抑制シナリオのイメージ

1) 学校・病院等を想定 19

余暇移動の増加
（従前移動に内包されていた健康・余暇活動の補填）

通勤の減少
住宅地

• 在宅消費の増加

• 近距離移動の増加

生活圏内 生活圏外

オフィス街
• テレワークの進行

• 稼働率の下落
– 過密回避のためのテナントあたり
の床面積増となれば賃料は維持

商業・生活施設1)

• 遠隔・訪問サービスの促進

• オフライン売上の減少
（偶発的購買量も減少）

• テナント数の減少

観光地
• （国内）観光客数の増加

• 宿泊施設稼働率・宿泊料の
向上

オフィス街
• 周辺産業の衰退
（宿泊・飲食等）

+

－ －

出張の減少

不要不急な
移動の減少

－

物・サービスの
移動の増加

+

A 「移動抑制」シナリオ

自家用車販売・利用サービス需要が減少しうる中、新たな事業機会を模索する必要あり
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「移動抑制」シナリオでは、以下のような新たな事業機会
が見込まれる

20

A 「移動抑制」シナリオ

「移動抑制」シナリオで想定される変化と事業機会例

従来のモデル Afterコロナの変化 余剰となるアセット 事業機会案例

車両販売
• 人の移動の車両需要は減少
（自家用車保有の経済性棄損）

• 物の移動の車両需要は増加

• ディーラー店舗 • サブスクリプション・シェアリング
サービス展開

• ディーラー店舗の「物流ハブ」化
車両管理サービス

（リース・メンテナンス含）

移
動
サ
ー
ビ
ス
関
連

運賃・手数料

• 移動の抑制により収益が減少

• 移動しなくなることでコミュニケー
ション機会も合わせて減少

• 移動手段、ドライバー • （ECに比してコミュニケーション
機会や地域活性化につながる）
御用聞き型買い物代行サービス

目的地・結節点
における小売

• オンラインでの買い物が増加し、
実店舗への移動需要が減少

• 偶発的な消費が減少

• （移動手段、ドライバー）

• 小売のテナント、倉庫

• EC・宅配サービス向け倉庫・輸

送手段としての店舗・モビリティ
活用

• 偶発的な消費も促す小売の
OMO1) エンターテインメント化

沿線不動産、
その他

（決済・ポイント等）

• リモートワークの増加に伴い、
通勤需要が減少

• 移動の抑制により沿線経済の
不活性化、孤独化を招く懸念

• （通勤目的の輸送能力）

• 通勤ラッシュに備えた駅空間

• 沿線単位ではなく駅単位でのコ
ミュニティ強化

‒ラストワンマイル交通の展開

‒移動型店舗展開 等

1) Online Merges Offlineの略、「オンラインとオフラインの併合」
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`

「公衆衛生」シナリオを前提にすると、製品開発に「健
康・衛生」概念を取り入れる動きが加速する
公衆衛生シナリオのイメージ

出所：PwC 「中国自動車産業おける新型ウイルス対応」 21

ドライバーの専門性

モビリティサービス利用時に重視する要素

81%

ドライバーの態度

車内環境

待機時間

待ち合わせのしやすさ

適正価格

低価格 39%

ドライバーの品質

20%

54%

アプリと同じ情報

車内空間

車両ブランド

55%

38%

9%

35%

17%

28%

3%

清潔さ等が
より重視される
可能性

• 「健康・衛生」概念の車両への組込例

– ワンプッシュリフレッシュ機能

– 交換可能なアクセサリ

– 内装の自動クリーニング機能 など

• 「健康・衛生」概念のその他提供例

– 販売員と接触しないオンライン販売

– モビリティサービスにおけるドライバーと接触
しない無人運転

– トレーサビリティを高めるコネクティッド化など

B 「公衆衛生」シナリオ
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自動車産業は、コロナ禍による移動・購買需要の落ち込
みと移動に対する考え方の変化への対応が求められる
With/Afterコロナの自動車産業の未来に向けて

22

短中期視点での対応事項

長期視点での対応事項

• 移動・購買需要の落ち込みへの対応

– 開発・事業投資の再計画

– サプライチェーン再考

– DXの促進

– サービスCXの再設計 など

• 移動に対する考え方変化への対応
（「移動抑制」・「公衆衛生」シナリオ）

– 事業戦略の見直し

– 事業再編・投資配分の検討

– 顧客嗜好性に応じた商品・サービス戦略の見直し
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